
連結会計（前ページの一般会計から土地開発公社まで）ベースでの財務書類４表となります。

連結会計財務諸表 単位：千円

１．金融資産 １．流動負債 １．財源の使途

資金 地方債（短期） ①純経常行政コスト

金融資産 その他 ②その他の財源の使途

債権 ２．非流動負債 ２．財源の調達

有価証券 地方債 ①税収

投資等 引当金 ②社会保険料

２．非金融資産 その他 ③移転収入

事業用資産 ④その他の財源調達

有形固定資産 ３．その他

無形固定資産

棚卸資産

インフラ資産

繰延資産

経常業務費用支出

移転支出

１．人にかかるコスト 地方税

（１）人件費 地方交付税

（２）退職手当引当金繰入等 補助金

２．物にかかるコスト 経常業務収益収入

（１）物件費 その他

（２）減価償却費

（３）維持補修費 固定資産形成支出

３．移転支出的なコスト 長期金融資産形成支出

（１）他会計への支出 固定資産売却収入

（２）社会保障給付 長期金融資産償還収入

（３）補助金等

４．その他のコスト 支払利息支出

（１）公債費（利払）等 元本償還支出

（２）その他の経費 地方債発行収入

当期資金収支額

使用料・手数料等 期首資金残高

※ 上記財務４表は科目単位で端数整理してあります。

20,228,240

7,189,467

2,168,935

48,151,721

597,381

10,861,295

8,543

▲ 5,414,889

17,417,988

19,985

純 資 産 変 動 計 算 書（ＮＷ）

期 首 純 資 産 残 高 115,536,131

▲ 20,214,910

▲ 19,098,594

▲ 1,116,316

基 礎 的 財 政 収 支 411,838

2,437,906

▲ 8,372,081

110,134,572期 末 純 資 産 残 高

資金収支計算書（ＣＦ）

2,998,191

5,851,665

▲ 2,026,068

▲ 1,502,140

▲ 802,074

27,457

250,689

▲ 642,727

▲ 228,068

▲ 1,955,306

1,540,647

▲ 230,889

▲ 11,376,476

7,143,980

2,618,863

4,633,459

1,938,496

15,552,345 534,859

48,165,020 負債合計 19,516,161

2,767,302期 末 資 金 残 高

財 務 的 収 支

資 本 的 収 支

経 常 的 収 支

貸 借 対 照 表（ＢＳ）

資 産 の 部 負 債 の 部

18,319,647 2,098,173

2,767,302 1,563,314

14,874,750

14,934,979 2,536,761

111,331,086 6,477

純 資 産 の 部

9,310

110,134,572
3,989

63,154,455

11,611

純資産合計

資 産 合 計 129,650,733 負 債 ・ 純 資 産 合 計 129,650,733

行政コスト計算書（ＰＬ）

経 常 行 政 コ ス ト 20,820,397

3,699,177

3,539,832

159,345

2,699,083

964,205

855,370

879,508

11,376,476

498,649

4,595,485

6,282,342

3,045,661

228,069

2,817,592

経 常 収 益 1,721,803

1,721,803

純 経 常 行 政 コ ス ト 19,098,594
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【貸借対照表】

◆貸借対照表は、市が過去から蓄積してきた資産（財産）に対
して、負債（借金）がどれだけあるかをバランス表示させた

ものです｡いわば「瑞穂市の次世代への相続財産一覧表」
となります。

資 産＝市が所有している施設や道路、基金などの財産
負 債＝将来世代が返済しなければならない金額
純資産＝現在までの世代で負担してきた金額

◆資 産
資産合計は１，２９７億円となっており、そのほとんどは固
定資産（非金融資産１，１１３億円）となっています。

◆負 債
将来世代が負担することとなる負債合計は、１９５億円と資
産合計の約１５％と低い割合となっています。

◆純資産
資産合計から負債合計を差し引いた１，１０１億円が現在ま
での世代で負担してきた資産となり、この額の資産合計に対
する割合が、純資産比率で、民間企業でいう自己資本比率と
なります。当市の場合は８４．９％と地方公共団体の標準と
されている６０％～７０％を大きく超えています。

【コメント】
資産合計１，２９７億円と巨額な資産の額となっていますが、
道路や橋など都市基盤となるインフラ資産は、そのほとんど
が経済的価値はないものとして考えざるを得ないため、これ
を除くと資産合計は６６５億円となり、純資産比率は７０．
７％になります。
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（単位：千円）

※基準モデルに基づく配列基準に従い、流動性の高い（換金性の高い）資産の順で資産を配列しております。

１．金融資産 １．流動負債

資金 地方債（短期）

金融資産 その他

債権 ２．非流動負債

有価証券 地方債

投資等 引当金

２．非金融資産 その他

事業用資産

有形固定資産

無形固定資産

棚卸資産

インフラ資産

繰延資産

資 産 合 計 129,650,733 負 債 ・ 純 資 産 合 計 129,650,733

9,310

110,134,572
3,989

63,154,455

11,611

純資産合計

14,874,750

14,934,979 2,536,761

111,331,086 6,477

純 資 産 の 部

貸 借 対 照 表（ＢＳ）

資 産 の 部 負 債 の 部

18,319,647 2,098,173

2,767,302 1,563,314

15,552,345 534,859

48,165,020 負債合計 19,516,161

48,151,721

597,381 17,417,988

19,985



【行政コスト計算書】

◆行政コスト計算書は、１年間における行政サービスに必要な費用を表
示したものです。企業における損益計算書にあたるもので、貸借対照
表がストックの財政状態を表したものなら、これはいわゆるフローの
財政状態を表したものになります。ただ、企業は利益を算出すること
を目的としていますが、こちらは税収等で賄うべき行政コストを算出
することが目的となります。

人にかかるコスト ＝ 行政サービスを行う職員の人件費など
物にかかるコスト ＝ 施設の維持補修費や減価償却費などの費用

移転支出的なコスト ＝ 他会計への繰出や扶助費、補助金等の費用
その他のコスト ＝ 地方債の利息など上記に属さない費用

経常収益 ＝ 利用者の使用料、手数料などの収益

◆瑞穂市の１年間に必要な経常行政コストの総額は２０８億円となって
おり、利用料などの収益１７億円を除くと１９１億円となっています。

◆人にかかるコスト･･･３７億円（経常行政コストの１７％）
人にかかるコストは、議員の報酬、福利厚生費、臨時職員などの賃金
も含まれています。また発生主義により将来の退職金も、退職手当引
当金繰入として通常勤務のコストとして毎年必要額計上しており、賞
与引当金も支給対象基準によって計上してあります。

◆物にかかるコスト･･･２７億円（経常行政コストの１３％）
物にかかるコストは、通常決算書に計上される物件費、施設の維持補
修費となります。そのほか減価償却費というものがありますが、これ
は今年度に支出したわけではなく、施設の劣化等により減少された費
用となり、いわば施設の維持補修などによる更新費となります。

◆移転支出的なコスト･･･１１４億円（経常行政コストの５５％）
国保や介護保険の社会保障、子ども手当などの扶助費、その他補助金
等がこの費用に計上されます。

【参 考】
減価償却費は学校など事業用資産にかかるもののみで、道路などイン
フラ資産にかかるものは次の純資産変動計算書にて直接資本減耗とし
て扱われます。

（単位：千円）

１．人にかかるコスト

（１）人件費

（２）退職手当引当金繰入等

２．物にかかるコスト

（１）物件費

（２）減価償却費

（３）維持補修費

３．移転支出的なコスト

（１）他会計への支出

（２）社会保障給付

（３）補助金等

４．その他のコスト

（１）公債費（利払）等

（２）その他の経費

使用料・手数料等

行政コスト計算書（ＰＬ）

経 常 行 政 コ ス ト 20,820,397

3,699,177

3,539,832

159,345

2,699,083

964,205

855,370

879,508

11,376,476

498,649

4,595,485

6,282,342

3,045,661

228,069

2,817,592

経 常 収 益 1,721,803

1,721,803

純 経 常 行 政 コ ス ト 19,098,594
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【純資産変動計算書】

◆純資産変動計算書は、先の貸借対照表の純資産が１年間でどのよう
に変動したかを表示したものです。

財源の使途＝行政コスト計算書の純経常行政コストなどで、１年間
に純資産を減少させる金額

財源の調達＝資産を形成する以外での税収、社会保険料などの金額

◆純資産の変動とは、経常行政コストなどをどのように財源を調達し、
費やしたかという視点でとらえ、期末純資産残高が増加していれば、
将来に引き継ぐ財産を増やしたことになり、減少していれば将来に

引き継ぐ財産を減らしたことになります。

◆財源の使途（純資産を減らすもの）･･････２０２億円
純資産を減少させるものとしては、先の行政コスト計算書で計上し
た１年間における行政サービスに必要な費用１９１億円と、道路、
公園などインフラ資産の目減り分等１１億円がその額となります。

◆財源の調達（純資産を増やすもの）･･････２０２億円
純資産を増やすものとしては、税金、地方交付税などの一般財源に

加え、国庫支出金など特定財源も純資産を増やす財源となります。

◆その他（純資産変動を調整するもの）････５４億円
純資産を調整するものとしては、特別会計や公営企業会計など連結
させることにより相殺しなければならない調整額がここに該当しま

す。今年度は資産の評価替等による評価損益が該当しております。
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（単位：千円）

１．財源の使途

①純経常行政コスト

②その他の財源の使途

２．財源の調達

①税収

②社会保険料

③移転収入

④その他の財源調達

３．その他

110,134,572期 末 純 資 産 残 高

純 資 産 変 動 計 算 書（ＮＷ）

期 首 純 資 産 残 高 115,536,131

▲ 20,214,910

▲ 19,098,594

▲ 1,116,316

20,228,240

7,189,467

2,168,935

10,861,295

8,543

▲ 5,414,889



【資金収支計算書】
◆資金収支計算書は、現金の流れを示すもので、その収支を性質に応
じて、経常的収支、資本的収支、財務的収支に区分して表示するこ
とで瑞穂市がどのような活動に資金を必要としているのかを表示し
たものです。ここには基礎的財政収支が表示されており、一般的に
プライマリーバランスと呼ばれ、経常的収支と資本的収支、つまり、
財務的収支を除く行政活動において健全に固定資産投資も含めた財
政バランスがとれているかを見ることができます。

◆経常的収支･･････ ２４億円
経常的に行われる行政活動から発生する現金の流れで、収入では市
税、施設利用料や各種手数料収入、支出では人件費、物件費、扶助
費による支出、建物等の維持管理に伴う支出等を示しています。

◆資本的収支･･････▲２０億円
固定資産の取得及び売却、固定資産の取得財源としての国庫支出金
収入、貸付による収支といった投資的な現金の流れを示しており、
このほか、基金の積立、取崩し、他会計への繰出金についても投資
活動の一環として計上します。

◆財務的収支･･････ ▲６億円
地方債の発行による収入や元金の償還・利払いなど、主に借入れに
よる資金調達や償還にかかる収支を示しています。

◆当期資金収支額は減少しているものの、昨年の長期金融資産が形成
に転じており、基金等の取り崩しであった昨年から、基金に資金を
充てることができていることが大きな変化です。

◆地方債は償還が先行しており、資金残高は減少しているものの、い
わゆる借金返済が大きく前進した状態となりました。

（単位：千円）

経常業務費用支出

移転支出

地方税

地方交付税

補助金

経常業務収益収入

その他

固定資産形成支出

長期金融資産形成支出

固定資産売却収入

長期金融資産償還収入

支払利息支出

元本償還支出

地方債発行収入

当期資金収支額

期首資金残高

2,767,302期 末 資 金 残 高

財 務 的 収 支

資 本 的 収 支

経 常 的 収 支

1,540,647

▲ 230,889

▲ 11,376,476

7,143,980

2,618,863

4,633,459

1,938,496

2,998,191

5,851,665

▲ 2,026,068

▲ 1,502,140

▲ 802,074

27,457

250,689

▲ 642,727

▲ 228,068

▲ 1,955,306

基 礎 的 財 政 収 支 411,838

2,437,906

▲ 8,372,081

資金収支計算書（ＣＦ）
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財務書類４表で見えてくること

【資産の評価替による総資産の圧縮】

現在の連結会計における総資産の額（ＢＳ）は１２９，６５１百万円と、前期（１３５，２８４百万円）に比べて５，
６３３百万円減少しております。これは、固定資産の評価替えによるものと考えられます。
地方債の残高（ＢＳ）は短期長期あわせて１６，４３８百万円（前期は１６，８３０百万円）と、前期比で３９２百

万円減少しており、繰上償還など公債費抑制の取り組みが見られます。

【固定資産管理の方向性の転換】

固定資産の将来の更新問題が取り上げられています。これは一般的に２０２０年から２０２４年に資産更新
が集中するという懸念です。潤沢な交付金を背景に地方自治体の固定資産への投資が一定時期に活発化し
たことを受けて、その更新時期が集中するという問題があります。増収が見込めない時勢下において資産の更
新が集中した場合の財政負担は大きいと考えられます｡資産の売却､維持補修、用途変更など、資産管理の見
直しが必要となります。

◆財務書類４表を経年的に比較し、企業会計的手法による分析を行うことで、健全な財政運営に役立てます。
◆コスト分析を行うことで、常にコストを意識し、事務事業のあり方を見直すための資料として活用していきます。

今後の活用
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普通会計（一般会計・学校給食）ベースでの財務書類４表となります。

単位：千円

１．金融資産 １．流動負債 １．財源の使途

資金 地方債（短期） ①純経常行政コスト

金融資産 その他 ②その他の財源の使途

債権 ２．非流動負債 ２．財源の調達

有価証券 地方債 ①税収

投資等 引当金 ②社会保険料

２．非金融資産 その他 ③移転収入

事業用資産 ④その他の財源調達

有形固定資産 ３．その他

無形固定資産

棚卸資産

インフラ資産

繰延資産

経常業務費用支出

移転支出

１．人にかかるコスト 地方税

（１）人件費 地方交付税

（２）退職手当引当金繰入等 補助金

２．物にかかるコスト 経常業務収益収入

（１）物件費 その他

（２）減価償却費

（３）維持補修費 固定資産形成支出

３．移転支出的なコスト 長期金融資産形成支出

（１）他会計への支出 固定資産売却収入

（２）社会保障給付 長期金融資産償還収入

（３）補助金等

４．その他のコスト 支払利息支出

（１）公債費（利払）等 元本償還支出

（２）その他の経費 地方債発行収入

当期資金収支額

使用料・手数料等 期首資金残高

※ 上記財務４表は科目単位で端数整理してあります。

864,511 1,144,493

純 経 常 行 政 コ ス ト 11,857,026 期 末 資 金 残 高 889,831

145,697 ▲ 1,728,577

2,312,706 1,540,000

経 常 収 益 864,511 ▲ 254,662

2,585,280 110,600

1,862,626 財 務 的 収 支 ▲ 334,274

2,458,403 ▲ 145,697

801,427 ▲ 1,277,584

4,946,555 ▲ 628,862

498,649 27,457

2,239,448 861,390

676,669 549,278

761,352 資 本 的 収 支 ▲ 1,768,389

3,077,131 7,143,980

2,937,174 2,618,863

139,957 2,636,559

経 常 的 収 支 1,848,001

行政コスト計算書（ＰＬ） ▲ 7,015,514

経 常 行 政 コ ス ト 12,721,537 ▲ 4,946,555

資金収支計算書（ＣＦ）

資 産 合 計 113,207,811 負 債 ・ 純 資 産 合 計 113,207,811 基 礎 的 財 政 収 支 79,612

41,628,750 純 資 産 の 部 ▲ 7,118,675

641

97,635,659

期 末 純 資 産 残 高 97,635,659

純資産合計

57,165,861

98,795,252 5,804,699

41,629,391 負債合計 15,572,152 2,457

19,935 11,580,758 7,174,028

13,246,410 2,395,023

13,522,728 386,638 ▲ 749,827

256,383 13,975,781 12,981,184

14,412,559 1,596,371 ▲ 12,606,853

889,831 1,209,733 ▲ 11,857,026

貸 借 対 照 表（ＢＳ） 純 資 産 変 動 計 算 書（ＮＷ）

資 産 の 部 負 債 の 部 期 首 純 資 産 残 高 104,380,003
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